
◎鉄道軌道整備法の一部を改正する法律 
（平成三〇年六月二二日法律第六三号）（衆）   

一、 提案理由（平成三〇年五月三一日・衆議院本会議） 

○西村明宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、提案の趣旨及びその内

容を御説明申し上げます。 

 本案は、激甚災害その他これに準ずる特に大規模な災害に係る鉄道の災害復旧事業に

対し、国の補助制度を拡充しようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、鉄道の災害復旧事業について、赤字事業者に限定せずに、激甚災害等に係る

ものであること、復旧費用が、被害を受けた鉄道路線の年間収入以上であること、被害

を受けた鉄道路線が、過去三年間赤字であること等を要件として、当該災害復旧事業に

要する費用の一部を補助できること、 

 第二に、補助を受けた場合でも、配当を行う際の国土交通大臣の許可は不要とするこ

と 

などであります。 

 本案は、去る五月三十日の国土交通委員会において、全会一致をもって委員会提出法

律案として提出することに決したものであります。 

 何とぞ速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、参議院国土交通委員長報告（平成三〇年六月一五日） 

○長浜博行君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、民生の安定に寄与するため、鉄道事業者がその資力のみによっては災害

復旧事業を施行することが著しく困難であると認めるときのほか、鉄道の災害復旧事業

が激甚災害等に係るものであること等一定の要件に該当するときは、補助金の交付を可

能とする措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、提出者衆議院国土交通委員長より趣旨説明を聴取した後、採

決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年六月一四日） 

 政府及び地方公共団体は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、

その運用に万全を期すべきである。 

一 災害復旧事業に対する補助の適用に当たっては、「利用者の利便性の向上」を図る

とともに、民間企業である鉄道事業者の立場を踏まえ、その経営判断の主体性にも十

分に配慮した運用に努めること。 

二 鉄道事業者が長期的な鉄道路線の維持、あるいは持続可能な交通体系の構築を目的

とした、地域との協議に主体的に参画するよう、必要な指導などを行うこと。また、



総合的な交通体系の観点から、事業者と地域全ての関係者の間で、真摯で建設的な協

議が行われるよう、環境整備に努めること。 

三 本法による制度の対象が経営の厳しい路線に係る災害復旧であることに鑑み、更な

る支援の拡充について様々な観点から検討を行うこと。 

四 自然災害が甚大化、大規模化、多頻度化していることを踏まえ、沿線地域の山林・

河川などの減災・防災事業に万全を尽くすこと。 

五 地域の一層の復興に向けて、地域の関係者及び鉄道事業者の連携・協働により、復

旧した路線の利用促進を始めとする所要の取組がなされるよう、十分配慮すること。 

  右決議する。 

 （注） 衆議院においては、委員会の審査は省略された。 


